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公教育システム研究第2号 2002

高専教育における専攻科設置の意義とその可能性

~旭川高等専門学校専攻科を事例として~
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おわりに

はじめに

近年、学校から職場への移行が揺らいでいることが危描感を持って語られているが、それは新規学卒者の就職

難や、フリータ一等の非正規就業者の増加現象がもはや無視し得ない程度にまで深刻化していることを意味して

いる。このような諸現象は我が国の長期に渡る構造的不況に伴い、企業サイドが新規学卒者の採用を控える一方

で、「雇用柔艇型」の労働力1や中途採用者を求めるような雇用慣行へとシフトしたことが背景にあるように思われ

る。このような状況の下で、学校から職場への移行をスムーズのものとするために、いかにして職業能力を身に

付けるかということは就職を希望する新規浮卒者個々人はもちろんのこと、教育を提供する各種教育機関にとっ

ても、極めて重大な課題となっている。

このような中で高等専門学校(以下では『高専』と略称する)は昭和 37年U鴻IJ設以来、求人倍率・内定率は異

例とも言えるような高水準を維持しており、近年においても、制蔵内定率については 90%台で推移してい針。そ

してまた企業現場においても高専卒業生は高い矧面を受けている事実は鮒見できない。この高専教育制度の創設

に際しては、戦後の民主的な教育制度に新たに複線型の教育体系をもたらし、また全寮制が持つマイナスイメー

ジから批判の対象となったものの、 40年の年月を経た今日、産業構造は著しい変化を遂げ、また一方で先に述べ

たような1牒移行上の危機が存在している中で、高専教育制度に注目し、今日的状況に即して把握することの重

要性はこれまで‘以上に高まっているといえよう。

この高専教育制度をめぐっては平成 3年に市出臨リ設以来、最も大掛かりな改革が実施されたが、その中でもと

りわけ注目できるのが専攻科の設置である。専攻科は高専教育の鞘数である 5年一貫教育に更に 2年の教育を施

し、 7年間とし、う長期に渡る一貫教育を可能にするものである。確かに、 2年という教育年限そのものはわずかで

はあるものの、その 2年間の課程を経ることによって学士の学位が取得可能となり、それにより大朝涜進学とし、

う道も新たに聞かれた。更にまた教育機関としての形態も出口レベルにおいては大学に肩を並べるものとなった
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高度技術社会における高専教育の役割と可能性

わけである。従って、その制度的な意味は極めて大きく、今後の高専教育制度の在り方をも左右する重要な契機

だと言えよう。

本稿ではこの専攻科に注目し、専攻科設置は高専内外にどのようなインパクトを与えたのかlこついて、事例調

査の結果を踏まえつつ明らかにする。その上で専攻科が設置された高専教育制度は今後し、かなる可能性を持って

いるのかについて考察することを主な目的とする。

第1章高専教育制度の変遷と専攻科の位置付け

1 高専教育和鹿の創設とその目的

高専は昭和 37年に創設された高等ぜ育機関であるが、その創設に当たっては、我が国の急嘩な経済成長と科学

技術の進歩、またそれを担うべき人材の育成に対する社会的な要請が直接的な要因となっている。当時の社会的

要請の一端を示すものとしては例えば、昭和 35年 10月の科学齢|桧議の「十年後を目標とする科学技術振興の

総合的基本方策について」では、「わが国における理工学系科学技制措は、一応の推算ではあるが、昭和三十五~

四十五年間に約十七万人の側合不足を生ずるものと見込まれるJ:Jとする指摘や、同じく昭和 35年 11月の国間庁

街輔計画における、「人材の養成の必要性は今後ますます増大しよう。(----中略----)このような科学闘諸需要

の増大を考えると、倍増計画期間内においておよそ一七万人の科学捌捕の不足が見込まれるので、理工学系大

学の定員について早急に具体的な増加計画を確立すべきであるJ4という指摘に端的に表れている。つまりこの当

時、多数の科学技制稽の迅速な養成をし、かに行うか、ということが我が国の差し迫った課題であったことが窺え

が。このような課題に応えるべく文音階、は新たに工業教育を主とする高等専門学校の創設に関して検討し、学校

教育法の一部を改正する法律案として国会に提出する。そしてこの法案は昭和 36年 6月に可決・成立し、高等専

門学校は翌昭和37年4月1日からその設置が認められることとなったのである日。

このように、高専教育制度は我が国が当時直面していた科学技術者の不足という状況を是正するべく新たに創

設されたわけであるが、その法律上の目的は「深く専門の学芸を教授し、職業に必要な能力を育成することJ(学

校教育法70条の 2)と規定されており、研兜機能が当該機関の機能として法律上付与されていなしLこのことは

大学が「深く専門の学芸を教授研究J(学校教育法 52条)し、学生を教授すると共に学問研究が、同等の比重を

持って運営されているところに大きな違いがある。だがこのことは高専に研究が不要とし、うわけではなく、技術

革新の著しし、今日において、高専における教育内容及び対去の質的充実を図るため、「高等専門学校は、その教育

内容を学術の進展に即応させるため、必要な研究が行われるように努めるものとするJ(高等専門学校設置基準第

2条第2項)として、その努力が義務づけられていることに留意すべきであろう7。

このような法的な規定の下で技制捕を養成することが高専教育に求められているわけであるが、高専教育が養

成すべき具体的な梯|情像として最も一品納だと思われるのが「実闘句闘措Jである。この言葉は昭和 50年代

に国立高専の校長協議会である国立高等専門学校協会(以下では『国専協』と略称する)から提起されたものでへ

ともすれは理論偏重に陥りがちな大学出身の槻諸に対して、実験実習を爵見守ることで現場の第一線で実際の

揃間賠に積極的に関わることができるという高専出身者の特長を端的に表わした槻荷像と言えるだろう。

同様に「中堅(中間)的技術者」の養成を高専教育の目的として掲げる見解も見られる。これは高専創設時に

寄せられた期待}、すなわち大学出身の技例措と高等学校出身の技制措の両者を媒介し得る技術者の養崩鯛とし

ての儲山こ基づくものであると考えられる。しかしながら、出身学校や修業年限等を技例措の上下関係を一方的

に規定する要因とすることは現実的で、はなく、少なくとも槻稽としての職業能力に注目するならば、「中堅(中

間)的関荷Jの養成を高専教育の第一義的な目的として掲げることは、適切ではないように思われる10

2 高専教育をめぐる諸改革と現状
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高専教育制度をめぐっては創設後、いくつかの改革を経て現在に至るわけであるが、ここでは技術科学大学の

創設と平成3年の寸車の改革を取り上げることとする。

技体f科学大学(0-下では、『技科大』と略称する)は昭和51年に長岡と豊橋に設置された四年制大学であるが、

学部定員 300名のうち、 240名は高専卒業者の 3相対肩入枠に充てている。そしてそれらの学生は学部卒業後、

さらに修士課程に進学することが通常であり、その上で博士課程に進むことは任意となっている。従って、一般

的な四年制大学の形態を取ってはいるものの、その内実は高専卒業生を 3年次に受け入れることに特化した特殊

な大学であると言えよう。

技科大が創設される以前においては、高専卒業生は法律上、「監督庁の定めるところにより、大学に編入学する

ことがで‘きるJ(学校教育法第 70条の9)と規定されていたのにも関わらず、大学側は高専卒業生の受入れに関

しては一般的に無関心であり、高専からの進学ルートは事実上、閉ざされていた。これがいわゆる高専の袋小路

の問題であり、この問題を解消するために高専卒業生の受け皿として新たに創設されたのが技科大である。

技科大の構棋史i階においては専ら高専卒業生を受け入れるために、 1'2年次の無い、新しい形態の大学の創設が

目指されていたのだが、この構祖は当時の法律上、実現不可能であったために主として工業高校卒業生を受け入

れる 1・2年次の課程を作り、学校教育法上の大学としての形態をとらざるを得なくなったので、ある。従って、技

科大は高専卒業生のための大学である一方で、 6・3・3・4制の系列の大学としての制約をも同時に受けている状況

に置かれているといえよう。この問題は今日においても依然として懸案事項であり、後に第 3章でも取り上げる

が、むしろ深刻度は深まっているように思われる。

ところで、技科大の創設に次いで平成3年に行われた→車の改革は高専教育制度の創設以来、最も大掛かりで、

且つ今後の高専教育の命運を左右する極めて重要な意義を持つ改革で、ある。この改革は学校教育法の一部改正、

および設置基準の改正によるものであり、具体的には学校教育法関連では高専教育の分野の拡大11、専攻科の設置、

高専卒業生に対する準学士の称号の付与であり、また、設置基準関連では組織編成・教育課程編成の弾力化、自己

点検・評価の実施についての努力義務が新たに課せられることとなった。これら寸車の諸施策は各高専独自の教育

活動における自由度を増大させるもので、あり、それにより各高専が個性ある教育活動を展開できる可能性が高ま

ったと言える。それと同時に、新たに専攻科の設置を可能とする措置は高専教育制度のみならず、他の高等教育

機関にも極めて大きな影響をもらし得るものである。この意味において高専教育制度は新たな局面を迎えている

のではなし、かと思われる。

高専教育制度は以上のようないくつかの改革を経て現在に至るわけであるが、今日的状況として無視できない

のが、進学者の増加現象である。高専卒業者の年度別進路状況12を見てみると、平成元年における高専卒業生の進

学率は12%であるのが、平成5年には20%に増加し、平成10年に出差に30%を超え、 31%に達している。とり

わけ、ここ 10年近くの進学率の伸びは顕著で、あり、この傾向は今後更に続くように思われる。この進学傾向の要

因としては不況の長期化による求人難、高専卒業者の高明壷志向、高専における専攻科の設置、大学編入学の受

入大学の増加などが考えられる。

この進学者の増加現象はかつての高専の袋小路問題が事実上、解消されつつあることを示すものであり、一面

においては積極的な意義も見出せる。しかしながら、卒業生の過半数が大学編入学を果たしているケースも存在

していることを鑑みれば、これは高専の大学予備校化現象とも言え、これにより高専本来の技術教育が軽視され、

高専の独自性や柄主意義を希薄にする危険性が一方で潜んでいるのではないかと考えられる。

また現在の高専卒業生の進学ルートとしては、高専専攻科への進学と大学への編入学、その中でも一般大学と

技科大への進学というルートが存在しており、まさに多様化の様相を呈している。そして一様に進学といっても

どのルートを選択するかとしづ問題は技制措養成とし、う観点、で見た場合、それぞれが持つ意味は側少lこ異なって

くるように思われる。従って今後高専は自らが提供する教育の独自性や存在意義を明確にし、同時に高等教育機

関の中での位置付けを意識しつつ、この間題に対処していかなければならないだろう。

3 専攻科について
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高度技術社会における高専教育の役割と可能性

先に見たように、専攻科は平成3年の寸車の改革の一環として平成4年度から設置可能となった。専攻科にお

いては本科課程で修得した専門知識をより高度なものにし、幅広い工学的知識を身に付けることを教育目標とし

ている。また法的には高専卒業者を対象に「精深な程度において特別な事項を教授し、その研究を指導すること」

(学校教育法第70条の6)がその目的とされている1:1。

専攻科を設置している高専教は平成13年度現在、全国国公私立高専62校中、過半数を占める 38校に設置され

ている状況であるが、旭川高専の吉田校長によれば「専攻科があるということを一応前提にして、高専の将来を

考えるとし、う所に来ておりまして、遂に専攻科を作るということができなかったということになると高専制度の

中に乗っていけるかどうか」ということであり、将来的にはすべての高専に専攻科を設置する流れにあることを

牙初変している。

また、専攻科設置のための要件は大学割面・学制受与胡備の「高等専門学校の専攻科の認定に関する規定」に示

されているが、かつて新居浜高専の校長も務めた小門純一氏によれば、「学位授与樹薄が定めている認定条件にお

いて最も爵見されていることは、教員紺識が十分であるカ窃かである。(，，-中略，，-)すなわち、専攻科に開設され

ている科目を担当する教員には、当然のことながら、大学の教員審査の場合と同様、その科目に関する優れた研

究業績が求められているJ14とされている。しかしながら高専は本来、研究を主体とする高等教育機関として位置

付けられていないため、この条件を満たすことは容易なことではないだろう。

次に専攻科に期待されている役割については次に示す点が挙げられる。第一に、工学系高等教育機関の樹剥ヒ

を確立できることである。つまり従来の高専教育にプラス 2年の専攻科が設置されることで、修学年限上は大学

の学部レベルと肩を並べることとなり、これにより一般大学と並列した形で我が国の高等技術教育の一翼を担う

ことが期待されていると言える。第二に、技街樺新のテンポが加速化する中で工業界が求める教育水準の高度化

に対応できることである。第三に、高専卒業生を対象にした社会人樹持者の再教育が行し、易くなることである。

従来、高専卒業生には修学年限の関係から高等教育機関における再教育の機会が与えられにくし、とし、う状況あっ

たわけであるが、専攻手特史置により高専卒の社会人ぜ術者にも再教育の道を開くものとして期待できる。第四に、

専攻科を修了することで、大学制面・学出動樹禽の認定を経由した形での学士の取得につながり得ることが期待

される。そしてこのことは当然ながら、大学院への進学ル{トを開く契機となり得るものである。第五に、近年

注目を浴びつつある「日本側帯教育認怠機構 (JABEE)Jへの対応策としてのf鰭 IJが挙げられる。 Jl沼田は我

が国の高等教育機関が提供している教育プログラムが国際的な樹怖の養成に耐え得るかどうかを審査・認定する

制裁であるが15、この JABEEの技制措教育の認定に向けた動きは高等教育機関で、ある高専にとっても例外ではな

凡だが、 JABEEによる認定を受けようとする際には学生の修学年齢を少なくとも 16年(一般に4年制大学を

卒業するまでの修学年限に相当)に設定しなければならないことから、もともと修学年齢が 14年で、あった高専に

とってはプラス 2年の専攻科を設置することでこの基準に対応せざるを得ないのである。従って、今後高専が国

際的に通用する倒持を養成しようとするならば、専攻科設置は不可避の課題となっているので、ある。

以上のように高専専攻科の主な目的とその役割について述べてきたが、専攻科の設置は従来の高専教育制度に

大きな活力を与え、更なる発展の契機となり得るように思われる。また、 JABEEの動向に適切に対応することは

我が国の理工系高等教育機関にとって死活問題であり、とりわけ高専においては専攻科の有無は極めて重要な意

味を持つものである。

次章においては高専専攻科の事伊験証として、道内唯一の専攻科設置校である旭川高専を対象に、専攻科設置

により具榊句にどのような変化ヰ帯響が生じているのかという点に注目して、検証することとする。

第2章事例検証;高専専攻科の実際~担川高専専攻科を事例として~

1 旭川高専専攻科について
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ここで事例として取り上げる旭川高専は国立高専第一期校として、昭和37年4月に北瓶昌也)11市に設置され

た1(;学科構成に関しては、材ヰ課程は機械工学キヰ、電気工学科、物質化学工学科、制御情報工学科(それぞれ定

員40名)の4学科体制で構成されており、専攻科に関しては平成11年に2専攻(生産システム工学専攻、応

用化学専攻)体制で発足したL7。

専攻科設立の趣旨としては第一に、産業構造の急d敢な転換及び、環境問題に関する社会全般の意識の高槻こ見

られるように、我が国産業を取り巻く諸事情に対する様々な百由意の必要性が求められている今日的状況に対応す

るためである。第二に、高度な技術の研究開発能力を持った創造性豊かな研究開発型倒椿の育成の必要性が求

められており、この要請に応えるためで、ある。第三に、学生の高学歴化に対応するためであり、第四に、リフレ

ッシュ・リカレン卜教育の一環として、担金入学生を積極的に受け入れることで地蛾産業への貢献が可能となるこ

と、とb、った点が挙げられるが、この他にも独法化への対応のため、更には先述したJABEEへの対応のため1Mと

いう点も専攻科設立の趣旨として掲げられている。

専攻科の構成及。教育目標については、生産システム工学専攻においては料ヰ課程の機械工学科、電気工学科、

制御情報工学科の3学科を基盤としており、それぞれの特ヰで修得した専門的崩貯・知識をベースとし、各専門分

野が融合した境界領域分野の諸問題にも対応可能なようにカリキュラムを編成している。それにより機械、コン

ピュー夕、エレクトロニクス、制御技術、あるいは情報通信ネットワーク技術などの先端技術が結集された新し

い生産システムの諸分野で活躍できる総合的な研究開発能力を備えた技制措を育成することを目的としている。

従って、従来の専門領域に加え、領域融合的な分野の学習も行うことで各専門領域が互いにどのように関連して

いるのかを認識し、指陥こ関わる許容範囲が広汎で柔軟な対応ができるぜ術者の養成が期待されてし、る。

他方、応用化学専攻は杯ヰ課程の物質化学工学科を基盤としており、材ヰ5年間の教育で修得した専門的技術・

知識をベースとして化学工学、材料化学、更にはバイオテクノロジーなどの広汎な分野の諸問題にも対応できる

ようにカリキュラムを編成し、創造性豊かな研究開発型の技術者を育成することが目的となっている。従って、

この専攻では学生にとっては本科で専門として学んできた分野の科目を更に深く学習・研究することとなっている。

専攻科進学者の動機としては、専門性を高めるため、学士の称号を取得するため、あるいは大学編入学試験に

失敗したため等、極めて多様である。また大学編入学ではなく専攻科に進学した理由としては、修学条件が変わ

らないことが専攻手トの進学を決定付ける最大の要因ではなし、かと考えられている。

旭川高専専攻科では平成13年3月に第1期生が出ているが、この第1期生と調査時における第2期生の進路

状況については、第1期生は当初の入学者19名の内、修了者が16名で修了者全員が大学評価・学位授与樹薄の

審査を経て学士の学位を取得している。この中で大朝涜への進学者が4名LIJ、制践者が10名、残る2名が未定と

いう状況である。また、第2期生については調査時点で10名が就職予定者であり、大学院への進学者が2名l!J

となっている。

つまり現在のところ、専攻科修了者は就職するものが多数を占めている状況にある。しかしながら、ヒアリン

グによれば旭川高専に寄せられている求人票に「専攻科」と明記してあるものは全体のl割程度ということであ

り、大多数は「高専卒、あるいは大卒Jというケースである。そのため専攻科の学生が後者のような企業を希望

する際には、大朝齢、で採用してもらうよう、企業側との交渉が必要になってくる、とのことであるが、このこ

とは専ら専攻科に対する社会の認識に起因するものであり、今後は専攻科の整備充実を図り、有能な技術者を養

成していくと同時に、出掛土会にその存在を積極的にアピールしていくことが必要であると思われる。

具体的な教育活動に関しては、 2年間で62単位以上の修得をもって修了が認定されるが、全修得単位のおよ

そ40%がいわゆる非座学性科目となっている。また、本科課程での卒業研究に該当する研究活動も必修科目と

して開設されており、所属学生は専攻科1年次の後期より、本科における卒業研究の経験と成果を基礎として、

更に高いレベルの研究活動を行うこととなる。従って、学生は材ヰでの卒業研究の取り組みに加え、専攻科で約

2年間の研究活動を行うこととなる。

更に特筆すべき活動として挙げられるのが、専攻科学生による学会発表である。もっとも、学会発表に関して

は義務付けはされていないものの、指導上奨励されており、専攻科第1期生においては半数以上の学生が行って
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いる。ヒアリングによれ1;);、本科学生も時には学会発表を行うこともあるが、専攻科学生の方が発表を行う機会

は多くなるし、一般の大学生と比較しても学会で発表する機会は専攻科学生の方が多し、だろう、とのことである。

最後に学位取得に関してであるが、学位取得の申請は専攻科の課樹l多了見込みの段階で行し州、それに対して大

学矧面・学位授与樹存が個々の申請者に対して作成した誤験を行うこととなる。その後、その誤脱惜果と申請資料

の内容を吟味した上で学位の授与が決定されるという仕組みになっている。従って、高専側にとっては単位の認

定を行うだけであり、学位を出すか、出さないかということに関しては関与できない状況に置かれている。この

ように専攻科イ'lf了者の学位取得に関しては完全な第三者による5判団を経た、ンステムとなっている。

2 専攻科設置に伴う高専肉部の変化とその影響

先に旭川高専における専攻科の概要とその現状について概観した。それでは次に専攻科の設置が高専内部にど

のような影響をもたらしたのか、また具体的にはどのような変化が生じているのかをヒアリング調査の結果を踏

まえ、以下に述べることとする。

(1)研究活動の活性化

吉田校長は「教官にとっては専攻科を作るということは大きなE四百CTを与えますよね」と述べているが、そ

れが最も顕著に表れており、且つこれからの高専教育の可能性を考える上で極めて重要な意義を持っと思われる

ものに研究活動の活性化という点が挙げられる。ヒアリング調査によれば、専攻科設置のための主要要件は各学

科毎の教官の半分以上がドクタ}の資格を持っていること且1であり、この要件は高専にとっては「極めて難しし、ハ

ードルJとされるものである。また、専攻科設置後も設置から5年毎に大学言師・学(封受与樹蒋による再審査、及

。教官の陣容が半分以上代わった段階で、の再申請・再審査が行われることになることから、専攻科の設置とその維

持栴売にためには、 ドクター取得者数を恒常的に鮒守・増加させる必要があり、その意味で専攻科設置には高専内

部における研究活動の促進が必要不可欠になってくるのである。

事実、旭川高専における学内教官のドクター取得者数は平成8年段階で19名で、あったのが、調査時点におい

ては33名と着実に増加している。このドクター取得者数の増加の背景にあるのは、専攻科設置のために高専教

官の研究に対するモチベーションが高まったことはもちろんのことであるが、それと同時に学科民組と専攻科設

置に伴う教官定数の増加に対し、当時の旭11高専の動きとして募集ポストにドクター取得者を積極的に応募した

とし、うこと、更にそのような募集に対するドクター取得者もかつてほどの希少価値を持ち得なくなってきたこと

で採用しやすくなったという点もその要因として考えられている。

以上のように、旭川高専において教官のドクター取得者数は増加傾向を示しており、この側面から見るならば、

専攻科の設置、およびその維持存続とし、うことが研究活動を活性化させる直接的、間接的な契機となっているよ

うに思われる。

それでは研究活動が活性化されたということは高専教育にとってどのような意味を持っているのであろうか。

この点に関して、吉田校長は「少なくとも本科の教育の・レベルアップ、教育活動の充実のためには大きな力を発

揮するJと、高専における研究活動の重要性を主張している。つまり、高専の教官は常に研究活動を行うことが

なければ、発展著しい先端技術を含めた講義をする際にそのレベルを維持できなくなる恐れがあり、また本科の

卒業研究と合わせると、大学の学部レベルの学生よりも研究活動を行うことになる専攻科の学生の指導において

は、より高度な研究活動の指導が要求されるため、高専の教官は自らの専門分野で最近の研究の流れがどのよう

になっているのかを常に認識する必要があり、そのためにも研究活動が活発に行われなければならないのである。

従ってまた、このことは同時に高専教官の資質の向上と、それによる高専教育のレベルアップという可能性をも

含むものであると考えられるのであるべ

以上のように研究活動の活性化が高専に及ぼす影響について論じてきたが、先述したように高専は機闘機能と

しての研究機能が付与されていなし、。そのため、吉田校長も指摘するように「今まであまりにも研究というもの
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につし、て倒見し過ぎてきたJきらいがあり、その結果、「必要以上に研究から舶にいってしまうJe:v、う高専内

部の雰囲気が醸成されていったのではなし、かと考えられる。従って、研究活動を行う環境が既に自明のものとし

て相主している大学に対して、機関機能としての研究機能が存在しない高専においては、とりわけ意識的に研究

を行っていく必要があると考えるべその意味で専攻科の設置が研究活動を活性化させる一つのきっかけとなれば、

それはすなわち、高専教育全体の発展をももたらす可t能性があるのではないかと考えられるので‘ある。

(2)専攻科と材ヰ課程との関係

次に専攻科が設置されたことによって、専攻科と本科との閥系にどのような変化が生じており、またカリキュ

ラム面において、両者の整合性はどのように図られているのだろうtJ'Oヒアリングによれば、旭川高専における

専攻科の位置付けは、現在の所は本科課程5ヶ年の教育を従来通り一旦完結させ、その上に専攻科の課程を積み

上げた位置付けとなっている。従って、カリキュラム上においても本科課程と専攻科のつながりは5プラス2の

形を採っているため、両者の関係f性というのは必ずしも密接なものではなく、専攻科設置に伴う本科課程のカリ

キュラムに対する影響も無いとし、う状況である。

しかし、 JABEEへの対応を考えた場合にその樹自は変化してくる。なぜならJABEEに対応するためには大学

4年間に相当する高専の教育段階、すなわち高専材ヰの4年時以降と専攻科2年間のカリキュラムがその認定の

対象となっており、そのためにはこの4年間の教育を一貫教育的に近づけて行かないと JABEEへの対応として

は極めて難しいものとなるためである。

また現在、本科課程定員の10%である専攻科の定員(従って1専攻4名定員)が将来、大幅に増員された場

合には高専教育を7年一貫教育として構想する必要性も生じてくるわけであり、その際には「本科と専攻科の課

程を有機的に結び付けることも十分有り得るJと吉田校長はその可能性を示唆しており、「カリキュラムの一元化、

一貫化とし、うのは、かなり重要な問題になっています」と述べている。しかしながら、専攻科定員が本科定員の

10%で制度化されている現段階では、このようなカリキュラムの一貫化としづ方策は現実的ではないだろう。

(3)養成すべき技例措像の変化

従来、高専では企業において即戦力となる「実践的技例措Jを養成することがその大きな教育目標の一つであ

ったが、専攻科の設置に伴い、養成すべき技術者像というものにどのような変化が生じており、新たにどのよう

な制措を養成しようとしているのだろうれ

旭JII高専専攻科で‘は教育目的のーっとして、「より高度な工業に関する学術を研究し、今日の複雑化、高度化そ

して国際化の著しし、産業・社会の要請に柔軟に対応できる質の高し噺究開発型の槻荷を育成することJ~1 を掲げ

ている。ヒアリングによれば、この教育目標は2つの専攻のうちのとりわけ、各専門の複合領域分野を学ぶ、生

産システム工学専攻のあり方に具体化されているように思われる。つまり、吉田校長の「将来のことを考えると

視野だけは広く持たせるとし、うことが必要なんだと思いますね。(~中略~)少なくとも、視野を段々、絞ってい

くとし、うのが高度化というふうには技術者の場合には考えられないんじゃなし、か」とし寸言葉にあるように、旭

川高専専攻科ではある一つの専門領域に特化し、深めていくという研究者育成の方向ではなく、専門的な知識や

スキ/レを領域横断的に広げ、広範な技術に関する分野に柔軟に対応できる技術者の育成を目指しているように思

われる。

確かに、単独学科で構成される応用化学専攻のように、専門領域に特化し、よりシャープに学ぶことを要求さ

れる専攻も同時に栴生しているわけであるが問、専攻科で目標とされる教育レベルとしては、あくまで大学の学部

レベルを目標として設定されている。従って、旭川高専の教育方針としては、同校における専攻科の位置付けに

も現われているように、従来から高く評価されてきた高専生の実践性、すなわち「現場において積極的に手を動

かしていける」という特長を堅持し、それを本手羽果程で体得させた後に、専攻科では更にその実践性を生かすこ

とができる範囲を関連領域、融合領域にまで広げ、いわば広く深い工学・出納センスを育成していくとし、う方向

性を見出すことができるのである。
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それではこのような技仲渚としての許容範囲を広げるような専攻科の教育方針は今後必要とされる技付帯ニー

ズに応え得るものなのだろうか。労働研究樹再による大手メーカー 5杜を対象とした企業での技術者教育の現，~犬

に関する調査研究iHは、技掛布隼歩のスピードが著しく、なおかつその領域も広範に、そして複雑に絡み合っている

今日、技術者にとっては一つの専門領域で琴散を通すことが困難になっており、同時に企業にとっては全ての技

制措が満足する教育を提供することが物理的に難しくなってきていることを指摘している。またこの他にも領域

欄折的な広く深い、いわば総合力を持った技制措の養成を希望する声は近年特に高まっており'l.7、これからの企業

で求められているのは自己啓発、あるいは自己学習によって技制措としてのセカンド・キャリアを積極的に構築で

きる技術者であり、更にまた、単に専門性の深化に止まらず、境界指tiや馬台里子技術への関心と適応力を持つ、
幅広い能力を持った樹!時ではないかと考えられる。

以上のことから判断するならば、従来の実践性を兼ね備え、なおかっ技制措としての幅を広げるとし、う、旭)11

高専専攻科の教育方針は→則面において今日の企業が求める闘諸像に適合しており、更なる創造力の養成や、

狭い専門性に限定されなし怯例措としての幅広い知見の衝尋、自己学習能力の掴養等に寄与すると考えられる却。

その意味で適切な教育方針ではなし、かと考えられるのである。

第3章社会における高専の位置付けの変化

前章においては旭JiI高専専攻科を事例にその現状、及ひ専攻科設置による変化キ影響について高専内部に注目

して論じてきた。そこで次に高専外部に目を移し、専攻科の設置によってどのような変化そコ影響が生じているの

かに注目したい。特にここでは以下の点について述べる。第一に、先に見たような教育目標の下で養成された専

攻手ヰ修了生が企業からどのような評価を受けているのか、また従来の高専本科卒業者との聞に職業能力上、どの

ような差異があるのかという点である。この点に関しては専攻科修了生の受入企業2社を対象に実施したヒアリ

ング調査の結果を踏まえつつ、論述することとする。第二に、地減産業界との関係についてであるが、これは専

攻科が設置されたことで地域産業界との協力関係にどのような変化が生じたのかという点に注目する。そして第

三に、他の高等教育機関、特に一般大学及。世術科学大学との関係上の変化と高等教育機関としての高専の位置

付けにつし、て検討することとする。

1 企業社会における高専の位置付け~職業能力に注目して~

(1)調査企業の概要

ここでは専攻紺'I~了生を受け入れている札幌市内の 2社、 A 株式会社応対者 :A 也怪営統括本部常務取締役

本部長a氏)と株式会社B (応対者 :B社脚帝役経営管理部部長b氏)を対象にヒアリング調査を鰯包したへ

A社は主に通信市IHi却系、ネットワーク/ソリューション系、システム LSI設計を業務として、平成6年に設立さ

れた企業である。社員数は226名であり、その学園械は大学・大学院卒が全体の約60%、専門学校卒が約2

2%、高専卒が約10%、高卒が約8%となっている。だが、 A社において学歴が採用そ持遇、配属等に与える

影響は極めて小さく、唯一考慮されるのは初任給における学歴差、それも修学年齢の違いによる格差であり、実

力が各社員の企業内部での位置付けを大きく左右している。

一方の B社はソフトウェア開発を専門の業務とする、平成3年に設立された企業である。社員数は100名で

あり、その学歴構成は大判剤'@:士卒が11名、大学卒45名、大学中退が2名、高専本科卒が17名、高専専攻

科卒が 1 名、短大卒が 8名、専門学校卒が 10名、高卒が 6名となっている。また給与等旭~Iこ関しては A 社同

様、学歴による影響は極めて小さく、唯一イ~.学年齢の差による初任給の格差のみとなっており、 b氏によれば「一

般の企業での課長クラスの所に大学を出た人もいれば高専を出た人もいます」という状況である。

(2)企業内における高専卒業者
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以上の2社内において高専卒業生はどのような働きをしており、その職業能力上の特徴はいかなるものである

のか。またそれは他学歴者とどのような違いを持っているのだろうれ3

A社における高専生の採用は平成 10 年より行っているカ~:JO、高専生の職業能力上の鞘敷としては以下の点が挙

げられる。第一に、技術的課題やトラブ、ルに対する「積極性jである。この点に関してa氏は「専門学校生、高

専というのは(，，-中略，，-) トラブルを怖がらずに積極的にトライしていける」と述べている。

そして第二に、企業現場において「即戦力」になり得るとし、う点である。この点に関してa氏は次のように述

べている。 r(道内高専から)コンスタントに(学生)を採っていますけども、高専さんが一番現場に配属しての

立ち上がりというのは速いです。」、「高専、専門学校というのは、いわゆるプログ‘ラマー・レベルからの即戦が期

待できますし(，，-中略，，-)、一つの考え方としていわゆる即プログラマーとし、うO]Tを繰り返しながら、プログ

ラマーという所から入って頂くには、高専・専門学校というのはそれなりに優秀なんですね。だからと言って、大

学が駄目かと言えばそうではなくて、やはり教育がそっちの方に特化しているんですよね」。

更に新規採用のため内面接試験の際に高専卒と大学卒とを比較した場合、 a氏によれば、 r(高専卒は)業界の

ことを知っていて、自分はいわゆるエン、ジニアになりたいんだということで、例えばいろんな質問(をして)も、

高専さん辺りで、すとパパッと答えますよね。大卒だ?とその辺の所を知らないんですよね。だから、進もうとして

いる業界が本当に好きでそこに制裁しようとしているのか、とりあえず瑚識しようとしているのかですね(，，-中

略，，-)その辺の意識の所では専門学校、高専になるとはっきりしていますよね。Jと述べている。このことから高

専生の第三の特{数として、「職業意識の高さJr技制措志向の強さJとし、うことを指摘できるのではなし、かと考え
られる。またa氏によれば、このような鞘教を持った高専生はどの部門に配属しでも、それなりの優秀な成果を

出しており、このような高専生の高い出荷力は今後どのような状況になろうとも、必要とされている能力であり、

大学卒とは異なる独自性を持っている、とのことである。

一方、 B社についてであるが、高専とのつながりに関しては採用関係で特定教官との研究室レベルで、の付き合

いがあり、 b氏によれば、「ある程度の(高専の)先生とのパイプができていますんで、高専からの方でかなり優

秀な方が来ています。極端な言い方をすると、会柾説明会で集まってくる四大の方よりは、優秀な方はいらっし

ゃいますんで。だからその辺りを比較すると高専とのパイプは当然、維持したいというふうに思いますJと述べ

ており、採用関係上での高専とのつながりを今後も保持していく意向を示している。

また、高専卒業生の職業能力に関しては、他学歴者との聞に明確な差異は見られないものの、その一般的な傾

向として、 b氏は「採用当初はいわゆる大学卒の人よりは実習とかを学校で、やってますんで、即戦力としては高

専卒の方が速いですねJ、「スタート時点ではその方(=高専卒業者、筆者注)の方が即戦力としては速く仕事に

慣れるのかなという感じはありますJと述べており、 B社においても高専生の鞘敷として「即戦力」という点が

挙げられている。

この他にも他の学歴者には見られない高専生独自の優秀さとして、 b氏は r(高専生は)自分がどうし、う分野に
興味を持っていて、どういう仕事をしたいか」ということに関して明確な意識を持っていることを挙げており、「札

幌の中のいろんな大学がありますよね。その中の情報科を出ょうとしている方に比べたら、はるかに実績はあり

ますよね。考え方もしっかりしているし」と述べている。このことから高専生は他学歴者には見られない「技術

者志向の強さJというものを持っているのではなし、かと考えられる。

このようにB社においても、高専生の卿戦力Jr技制措志向の強さj という鞘数は他学歴者に比べて際立って
おり、かっ評価を受けている。このことはすなわち、 5年間に渡る高専教育がそのアウトプットとしてこれらの

職業能力上の特徴を生み出しており、故に高専教育そのものがこの点において独自性を有しているということが

言えるのではないだろうか。

(3)専攻科修了生に対する企業評価

次に高専専攻手ヰ修了生の職業能力にその視点を移し、彼らの企業内での位置付けやその評価、更に高専本科生

との差異について論述する。
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高度技術社会における高専教育の役割と可能性

A社における専攻科修了生は本科課程の制御情報工学科から生産システム工学専攻に進学し、平成13年に修

了した後にA社に就職している。また、修学年齢は一般の4大卒業者と閉じであるので、初任給に関しては大卒

と同じ扱b、となっている。現在の配属部門に関しては、 a氏によれば、仕事的には一番地味な仕事に従事してお

り、そこで)年問、基礎を身につけた上で本来の開発業務を行ってもらう予定になっている、とのことである。

だが、今回の専攻科イl妻了生に対するA社内での評価は極めて高く、専攻科イ|妻了者を今後も採用していきたいとい

う方針である。

専攻科修了生と本科卒業生の職業能力上の違し、に関しては、専攻科修了生に対する社内評価はまだ定まってし、

ないため、明確な違いは明らかで‘はなく、現段階では年齢相応の社会性が身に付いている程度であり、この他に

は見当たらないというのが現状である。しかしながら、 a氏によれば、「確かに技術力は上手というか、備わって

いると思いますよ。従来と比べればね」と個人的な見解を述べている。

一方のB社における専攻科修了生は本科課程の館山卸情報工学科を卒業後、 7年間の社会人経験を経て、旭)11高

専生産システム工学専攻に再入学したという経歴の持ち主である。現在B社においてソフトウェア開発に従事し

ており、その待遇に関しては本来ならば、専攻科修了生は新規採用の場合、修学年齢の関係上、大卒者と同じ賃

金体系が組まれるものの、社会ん怪験、及び年齢等を考慮した結果、新卒の扱いで、はあるが、 f前邑面では中途採

用の待遇となっている。また、社内での評価は一年目の扱いということで、現在は人事考課の対象にはなってい

ないが、社会人経験があるが故に他の新入社員とはレベル自体が違っており、 b氏は従来の本科生と比較した際

の違いは「本科と専攻科の違いではなくて、社会人経験があるかなし、かの違いの方が大きし、と思いますねJと述

べている。

このようにB社における専攻科修了生の職業能力上の罰ヰ面というものは、社会人経験の有無が大きな影響を及

ぼしており、専攻科の2年間を経たことによる職業能力上の変化は、ここでは見出すことができなかった。

(4)高専生の職業能力に対する企難平価

以上、企業における高専生の職業能力上の鞘敷と他学歴者との差異、更に専攻科の2年間を経ることによって、

それらはどのように変化し、またそれに対する評価はどのように変化したかということについて注目して論述し

てきた。専攻科修了生の企業内における評価に関しては、就職一年目とb、うこともあり 2社ともに定まっていな

いのが現状である。また、専攻科を経ることによる本科生との職業能力上の差異に関しては、 a氏による若干の

技術力の向上についての言及はあったものの、具体的にどのような点で技術力の向上が見られたのかとし、うこと

は見出すことはできなかったために、それが専攻科を経たことによるものであると判断することほ性急であると

言わざるを得ない。

同様に、 B社におしても専攻科修了生の職業能力上の衝立性は社会人経験による部分が大きく、専攻科の2年

聞が職業能力にどのような影響を与えているのかという点を明らかにすることはで、きなかった。

しかしながら、高専卒業者の一自財句な傾向として、「明確な職業意識を持っており、従って技術者志向が強く、

即戦力になり得る」としづ点がA、B両社において共通に指摘されたということは極めて重要な意味を持ってい

ると思われる。なぜならば、先の高専生の職業能力上の一散的傾向、すなわち明確な職業意識を持って、自らの

仕事に抵抗なく関わることができるとし寸糊数は、職業世界への移行がスムーズに行われていることを示すもの

であり、また同時に、この特'数はa氏が述べているように、他学歴者には見られない独自性を持っていると考え

られるためである。従って、高専教育はこの点において、高く評価されるべきではないだろうか。

2地嫌産業界との関係

近年、高等教育機関では地域社会とのつながりの重要性が認識されつつあるが、それは当然のことながら高専

教育にとっても例外で、はなく、とりわけ地域産業界との連携協力が期待されている。

高専と地域産業界との連携協力の形態としては「共同研究Jr受託研究Jr奨学寄付金Jr.受託詐験Jr技術相談J
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等がありへ非常に多様である。近年の高専とtω或産業界との各種交流の実態としては、 1高専当たりの平均件数
は16. 5件という水準であり:12、中で、も助成研究が最も一般的な連携協力形態となっている。

今回ヒアリング、を行った旭JII高専でも、各種業界や企業関係者等との交流会の開催や、学内の教官組織である

r!也域交流委員会」の結成、およU事務組織である「技術相談室」の開設など、出或産業界との連携協力に向け

た積極的な取り組みが行われている。また、旭JiI及びその近辺には典型的な工業系の高等教育機関はなく、加え

て産業・経済基盤が胸5であるという地型的な条件もあり、旭川|の産業界にとっては地域産業を振興させる意味で・

も高専の相主は極めて大きく、連携協力に対する潜在的なニーズも極めて高いのではないか、とされている:1:1。

それではこうした状況の中で旭川高専において専攻科が設置されたということは、地域産業界に対してどのよ

うな影響を与え、そしてそれはどのような意味、あるいは可能性を持っているのだろうか。結論的に言えば、専

攻科が設置されたことによって地域とのつながりに明らかな変化が生じたという事例は、ヒアリング調査の中で

は見出すことはで‘きなかった。だが、専攻科の設置は地域産業の振興という点において極めて重要な役割を担う

ことになるのではなし、かと思われる。それは例えば、専攻科が社会人技制措に対する実践的技術のリフレツ、ンュ

を行う場をf釘共すること、あるいは大学卒の資格取得の援助を行うといった形で、の社会貢献が可能となること等

は容易に想像可能であろう。だが、専攻科の設置が地域産業界との連携協力にもたらす可能性は、高専側による

一方的な「開放J、あるいは「協力Jだけに止まらず、そこには先述した専攻科設置による研究活動の活性化とし、

うことを契機に高専が発展する大きな可能性が柄主していると思われる。

事実、吉田校長も「地域の産業が問題を抱えた時に高専がそれに対応できる、完全にその問題が解決できなく

ても、話の相談相手ぐらいにはなるというふうなレベルを持たなきゃいけないJo rそのための研究というのは極
めて重要で、従って、研究的に高専が地域に相面されない限りは、出或に相主根拠を失ってしまうことになると

思いますJと、 tω或との各種交流を行う上で研究活動が今後重要な意味を持ってくることを示唆している。つま
り、専攻科の設置により研究活動が活発になり、そのことが地域産業界の様々なニーズ、に応え得る実力を高める

ことにつながり得るのである。そしてこのような高専と地域産業界との双方向的な協力関係が定着することによ

って、高専教育が大きく発展する可能性も顕在化してくるように思われる。

この高専教育発展の具体的な可能性として考えられることは、第一に高専の教育活動が活性化され得るとし、う

ことである。実践的な技制撤育を行う場である高専にとって、教官自らが現実的な技術課題に接する機会を積極

的に持つことは極めて重要であり、そのような中で技術相談や共同研究等に取り組むことは教官の FD(FaCI.Uty 

Development) の場として非常に有効であるa~。また教官のみならず、樹町相談等が学生自身の研究テーマとなる

ことも期待される。いずれにせよ、高専が地域産業界から寄せられた現実的な技術課題に取り組むことで、高い

教育上の効果が期待され、実践的偏|情の養成を行う高専教育そのものの活性化にもつながり得ると考えられる

のである。

第二に、高専教育に対する社会的な認知度の向上につながり得るということである。高専教育制度は我が国の

教育体系の中で‘マイノリティ的な位置付けにあり、そのためにその存在キ教育制度としての有効性等が見えにく

く、社会的な認知度は低いと言わざるを得ない。だが、地域産業界とのつながりを密にすることで高専教育制度

の認知度を高め、同時にその存在基盤を強聞なものにし得る。確かにこの種の議論は高専だけに止まらず、全て

の高等教育機関が抱える問題ではある。だがしかし、高専は本来的に現実の技術をめぐる教育研究にウェイトが

置かれてきたことを考慮すると、地域産業界の現場の技術課題に関する相談相手として適切な存在であり、その

意味で他の高等教育機関に比べ、有手Ijな状況に置かれていると思われる。そしてこの点にこそ、高専教育の地域

産業の中核・拠有、としての重大な役割と可能性が見出されるのである。

3 高等教育機関としての高専の位置付け

先述したように、高専に専攻科が設置されたことにより学位の上でも、また修学年限の上でも大学と類似した

高等教育機関となったわけで、あるが、大学との関係を考えた際に新たな二つの問題が浮上してくる。すなわち、
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高専の大学化問題と、大学・大判完との接続問題である。

前者に関しては、これまでにも主に高専関係者が、高専の社会的認知度を高めるため、あるいは機闘機能とし

ての研究機能を得るための一方策としてその実現を熱望してきた問題である。確かに我が国において大学とし、ぅ

名称が大きな影響力を持っていることを考えると、高専にも大学の名称があれば、社会的な認知度が飛躍的に向

上することは明らかである。しかしながら、このことに関して旭川高専の吉田校長は r(高専に大学という名称が

付与されたとしても)制度上、大学とは違った別の系統になりますよね。そのことは制度的に大学にするから、

中身も大学に(---中略---)してしまえということには反対で、やっぱり今の違う制度の下で視線化を守るとし、う

ことが重要だと思います」と述べている。つまり、高専の大学への転換は魅力的である反面、それによって失わ

れる高専教育のメリット、すなわち中卒後の早期一貫教育によって栃医者志向の掛、側諸を養成できるとし、う

利点の代償はあまりにも大きいといわざるを得ない。従って、安易な高専の大学化路線は性急に過ぎるように思

われる。

後者、すなわち大学・大判完との接続の問題に関しては、従来の高専卒業後の大学編入ノレートに加え、専攻科を

経由しての大学r.完入学のルートも同時に考慮されなければならない。とりわけ大判完へのルートに関しては、旭

川高専における生産システム工学専攻のように複数の学科を基礎とする専攻のカリキュラムでは、多数の大学院

における学問領域との整合性が保てず、大朝!活隼学が困難になってb、るケースも紹介されている:mことから制度上

の接続はともかくも、実節句な接続は未だ不十分な状況にある。

また豊橋・長岡両技科大にとっては、高専に専攻科が設置されたということは他の一般大学に比べ、はるかに重

大な影響をもたらすものである。本論第1章でも見たように両技科大は高専卒業者を受け入れるための特殊な大

学であるが、近年、高専生の技科大南針しという問題が顕在化しつつある:lG。この傾向は専攻科の制度化以前からそ

の兆候が見られるものの、他大学が高専からの編入学の募集定員枠を拡大したことと合わせて、専攻科の設置が

技科大の位置付けを「進学可能な大学の一つjに大きく変容させたように思われる;31
更に根本的な原因としては一般大学とは異なる高専と技科大の一貫した教育理念が欠如していること、すなわ

ち高専・技科大聞の接続が不完全である点が挙げられる。旭川高専の吉田校長もこの点に関して、あくまでも「個

人的な見解」とした上で r(高専卒業者を技科大の方に)連続的に持っていけば、複線型のもう一つの方の最後の

ステージになるのですが、(---中時寸断慨ヰ学大学の思考というのは複線化の6・3・3・4の側に立って、その中で

競い合っていますからねJと述べている。

このような状況の下で今後、専攻科設置が一般化し、その規模も拡充の方向に向かうならば、高専側は 7年間

という長期的な展望に立ち、また一貫した教育恵合、の下での技制荷養成が可能となるのに対して、技科大の立場

は益々危うし、ものになるのではなu、かと考えられる。事実、専攻科の設置に際して、技科大サイ|どから「高専に
専攻科が設置されるようになり、開ヰ大にとって複雑な思いがするJ犯という見解も見られ、これから両技科大は

高専専攻科修了生を受け入れる大判完大学へと転換するのか、あるいは高専との結びつきを弱める形で一般大学

す云換するのか、何らかの選択が迫られているといえよう。

これら二点の問題は、結局は大学教育と高専教育との教育内容・思念上の差異をどう扱うかという点に還元され

る問題である。つまり、それぞ、れが持つ独自性を尊重し、その独自性を存立基盤としてそれぞれの教育体系を確

立していくのか、あるいは独自性を認めずに、どちらか一方の教育体系に統合するかという問題であり、我が国

の高等教育の全体構造をも視野に入れた取り組みが必要があるように思われる。そしてその取り組みの出発点は

自らの教育の在り方、独自性を聞い直すことに他ならないのではないだろう7，)'0

おわりに

本論で、は高専教育制度に新たに設置可能となった専攻科に注目し、それにより高専内外にどのような変化が生

じ、そしてそれはどのような可能性を持っているのかについて論述してきた。これまで、の論述を踏まえ、結論的

に言うならば専攻科の設置は高専教育制度を大きく発展させる極めて重要な契機となり得ると考える。そしてそ
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れは今回の調査事例に限るならば、専攻科が設置されたというただそのことによって直接的にもたらされるとい

うよりもむしろ、専攻科設置・維持に向けた各種の取り組みによって、いわば副次的にもたされる様々な可細企を

根拠とするものである。とりわけ、専攻科設置によって教育・研究面で、力を付けた高専が地域産業界のエースーに応

え、連携協力をより密なものにすることは高専の存立基盤を強固なものとし、その発展をより確かなものとする

だろう。

だが、専攻科設置によって直接的にもたらされる可能性の検証については今後の重要な課題として位置付けら

れる必要がある。特に、本棋の事伊鯛査では明ら州こすることができなかった専噺~修了生の職難肋上の変化、

すなわち専攻科におけるプラス 2年の実蹴句出|諸教育の成果を明らかにすることは、我が国の闘措教育の在

り方を展望する上でも極めて重要な問題である。なぜならば、この点が明らかになれば、我が国の高等教育にお

ける技術者教育の構造にも大きな影響を与え、多様なパックグランドを持つ技制措の養成にもつながり得るから

である。

つまり、本論第3章でも見たように、高専における実験・実習にウェイトを置いた早期一貫教育のアウトプット

は、企業現場において技制措志向が強く、即戦力を有する他学歴者には見られない高専生の鞘数として高く評価

されている。従って、専攻科の設置により、更にこのような実闘拡例措教育が充実・強化されていることが明ら

かになれば、大学を頂点、とする 6・3・3・4制の教育体系とは異なった独自性を有する教育体系を確立することが可

能となるのである。またこれと同時に、高専と大学というこつの異なる蹴椿を養成する教育体系に加え、高専

からの大学編入、あるいは高専専嚇ヰから大判完への進学という互いに異なった進学ルートを持たせることで様々

な経験を持つ捌捕を養成することも可能となり、多様化する産業構造に極めてマッチした教育概宣となり得る

のではなし、かと考えられるのである。

もっとも、解決すべき課題が存在していることもまた事実である。それは専攻科の定員に関する融重である。

本論第 2章でも見たように現在の専攻科の定員は材ヰ定員の一割という水準で制度化されているわけであるが、

この水準ではあまりにも少激だと言わざるを得な川今日の発展著しい科学技術に対応できる捌稽を育成する

には当然ながら、必要とされる知識・技能も増加するため、本科6年の教育年限では必撚的に不足がちになること

が予想される。また今後、高専の提供する教育プログラムが JABEEの認定を受けたとしても、専攻科の定員が

現行のままであるならば、同様に JABEEの認定を受けた大学へと学生が流出してしまうとし、う状況にも陥りか

ねなし仰。つまり、これら二点から考えても専攻科の定員問題がこのまま放置されたならば、専攻科はもとより、

高専教育そのものの魅力の低下にもつながる恐れがあるのである。このような状況に陥らないためにも、また高

専教育の潜在的な可能性を十分に発揮させるためにも、専攻科定員の増加という課題は早急に解決すべき課題と

して認識しなければならないだろう。
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~1 ヒアリング調査によれば、この要件は文調滞務im遣によって示されており、この他にはシラパスと教育内容の整合性、大学評

価・学位授与樹薄による教官の業績についての書類上の審査が課せられることとなっている。

U この点に関して、吉田校長は「大学でのFD(Faculty Deve!opment)カ噺究から教育へという方向性を持っているのに対して、
高専におけるFDというのは研究から教育へという方向性もさることながら、同時に研究活動も教官のFDとして極めて重要だと

帯型織することが必要である。そのきっかけに専攻科設置というものがなったという意味では、恐らく専攻科ができた所の教官団

というのは、(~中略~)そうしゅ意味でレベルアッフ.するのではなし泊当と述べている。
別もっとも、肺撒能が制度的に倒E草されていなし、が、研知音動をする必要があるという、いわば「制度的矛盾Jの中に置カれ
ている教官にとって、その負担は短めて大きいとu、うことにも留意すべきである。事実、旭川高専においても専攻科設置に伴い、
「間違いなく劉亡化出隼んだJという制兄に置泊れている。
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